
病院名

よみがな

郵便番号 〒 259-1193

住所 神奈川県

よみがな

電話（代表）

FAX（代表）

e-mail（代表）

HPアドレス

診療科 開設診療科数 35

診療科名（具体的に記載）

病床数　 総病床数 804 床

小児がん連携病院　現況報告書

東海大学医学部付属病院

とうかいだいがくいがくぶふぞくびょういん

伊勢原市下糟屋143

令和４年9月１日時点について記載

いせはらししもかすや

0463-94-0958

0463-93-1121

循環器内科、呼吸器内科、消化器内科、血液腫瘍内科、リウマチ科、脳神経内科、内科、腎内分泌代謝内科、移植外
科、心臓血管外科、呼吸器外科、消化器外科、乳腺外科、小児外科、脳神経外科、整形外科、形成外科、小児科、産
科、婦人科、眼科、皮膚科、腎泌尿器科、救命救急科、耳鼻咽喉科・頭頸部外科、精神科、放射線治療科、放射線診断
科、麻酔科、リハビリテーション科、歯科口腔外科、歯科、臨床検査科、緩和ケア内科、病理診断科

https://www.fuzoku-hosp.tokai.ac.jp/

i-soumu@tsc.u-tokai.ac.jp
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診療実績　（令和３年1月1日～12月31日）

施設全体の入院患者延べ数 (18歳以下)　※１ 1,387 人

施設全体の入院患者実数 (18歳以下)　※１ 1,120 人

小児がん入院患者延べ数　※２ 210 人

小児がん入院患者実数　※２ 64 人

小児がん入院患者在院延べ日数　※３ 4,648 日

外来小児がん患者数　※４ 2,211 人

緩和ケアチームが新規で診療を実施した小児がん患者数　※５ 0 人

セカンドオピニオンの対応を行った小児がん患者数　※６ 0 人

他施設から紹介され受け入れた小児がん患者数　※７ 39 人

小児がん患者の紹介を受けた医療機関数　※８ 35 機関

小児がん患者の他施設への紹介患者数　※９ 18 人

小児がん患者を紹介した医療機関数　※８ 16 機関

※1

※ 2

※ 3

※4

※5

※6
※7

診断時18歳以下を対象とし、延べ数を計上する。なお、当該年に2回セカンドオピニオンを行った患者は、2人と計上する。

診断時18歳以下を対象とし、総数（実数）を計上する。終末期の患者だけではなく、緩和ケアチームが検討した結果、診察・薬剤・リハビリ
など診療行為の対象となった患者を含むが、カンファレンスのみを行い、実際の診療行為が行われていない患者は含まない。

当該医療機関で入院加療を行う入院時18歳以下の患者のうち、小児がん患者（「診断時18歳以下のがん患者」と定義する）の在院延べ
日数を計上する。
前年から入院している症例は、１月１日を起算日とする。翌年まで入院している場合は12月31日を退院日としてカウントする。
当該期間内のがんの診療目的での入院を数える。（他疾患の治療目的(例：骨折にて入院)での入院は除外、フォローアップ検査等は含
む）
（入院した患者がその日のうちに退院あるいは死亡した場合も1人と計上する。）
（入院時点で診断がなされていない場合は、がんの診断日を入院初日とする。）

当該医療機関で入院加療を行う入院時18歳以下の患者の延べ数と実数をそれぞれ計上する。令和3年1月1日以降に入院した患者を数
える。
入院した患者がその日のうちに退院あるいは死亡した場合も1人と計上する。
入院患者延べ数については、当該年に同一患者が2回入院した場合は2人とする。（入院日数によらず、１回の入院あたり１人を計上す
る。）

診断時18歳以下を対象とする。初診料もしくは再診料を算定した小児がん患者の延べ数を記入する。
同一患者が2つ以上の診療科を受診した場合は、それぞれの患者として計上する。

診断時18歳以下を対象とし、延べ数を計上する。なお、フォローアップ目的の紹介を含む。

当該医療機関で入院加療を行う入院時18歳以下の患者のうち、小児がん患者（「診断時18歳以下のがん患者」と定義する）の延べ数と実
数をそれぞれ計上する。令和3年1月1日以降にがんの診療を目的として入院した患者を数える。
骨折での入院のような他疾患の治療目的での入院は除外するが、フォローアップ検査等での入院は含む。
入院した患者がその日のうちに退院あるいは死亡した場合も1人と計上する。
入院患者延べ数については、当該年に同一患者が2回入院した場合は2人とする。（入院日数によらず、１回の入院あたり１人を計上す
る。）
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※8
※9

小児がんに関する専門外来の名称

診断時18歳以下を対象とし、延べ数を計上する。なお、紹介時には18歳を超えていても構わないが、がんに関連しない疾患での紹介（齲
歯に対する歯科診療など）は含めない。転院目的での紹介は含むが、同時期に複数病院へ同一内容で紹介した場合は1人と計上する
（同時期に異なる内容で紹介または異なる時期に同一内容で紹介の場合は別で計上する）。

小児血液外来　長期フォローアップ外来

重複のない実数を計上する。
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病院名：
指定類型：

（１）地域の小児がん診療を行う連携病院

①　類型１－Ａ

A はい （はい／いいえ）
A はい （はい／いいえ）
A はい （はい／いいえ）

平成31年４月１日～令和４年３月31日の期間で都道府県協議会に参加した回数 A 1 回
②　類型１－Ｂ

A はい （はい／いいえ）
A はい （はい／いいえ）

第三者認定を受けている内容 A
公益社団法人

日本医療機能評価機
構

自由記載

（２）特定のがん種等についての診療を行う連携病院

ア - はい （はい／いいえ）

ⅰ - はい （はい／いいえ）

A 急性白血病

ⅱ - いいえ （はい／いいえ）

- なし

（３）小児がん患者等の長期の診療体制の強化のための連携病院

ア - はい （はい／いいえ）

- はい （はい／いいえ）

- はい （はい／いいえ）

- はい （はい／いいえ）

イ - はい （はい／いいえ）

ＡＹＡ世代にあるがん患者について、がん診療連携拠点病院等への紹介も含めた適切な医療を提供できる体制を構築している。

厚生労働省委託事業小児・ＡＹＡ世代のがんの長期フォローアップ体制整備事業による「小児・ＡＹＡ世代のがんの長期フォローアップに関する研
修会」を受講した医師を配置している。

以下のいずれかを満たしている。

特定のがん種について、集学的治療等を提供する体制を有するとともに、標準的治療等がん患者の状態に応じた適切な治療を提供できる。ま
た、当該がん種について、当該都道府県内における診療実績が、特に優れている。

ⅰで「はい」を選択した場合、特定のがん種について記載すること。

限られた施設でのみ実施可能な粒子線治療等の標準的治療を提供していること。

ⅱで「はい」を選択した場合、当該の治療の内容について記載すること。

小児がん患者等の長期フォローアップが可能な体制を有するとともに、患者の状態に応じた適切な治療が必要な場合、自施設において適切な治
療を提供することが可能であり、また、自施設での対応が難しい場合には、拠点病院等適切な病院に紹介する体制を整えている。

小児がん患者に対して、移行期医療や成人後の晩期合併症対応等も含めた長期フォローアップ体制を構築している。

長期フォローアップ外来（小児がん経験者の健康管理、晩期合併症の予防、疾病の早期発見・早期治療のための外来）を開設している。

類型１

ア　小児がんについて年間新規症例数が20例以上である。

イ　地域ブロック協議会への積極的な参加を通じて各地域の小児がん医療及び支援が適切に提供されるよう努めている。

ウ　成人診療科との連携を進めるため、がん診療連携拠点病院の都道府県協議会などに積極的に参画している。

ア　標準的治療が確立しており均てん化が可能ながん種について、拠点病院と同等程度の適切な医療を提供している。

イ　小児がん医療について、第三者認定を受けた医療施設であること。

小児がん連携病院の指定に係る要件の充足状況について
（指定を希望する類型の要件に限らず、全ての問いについてご回答ください。）

東海大学医学部付属病院

２　小児がん連携病院の指定 整備指針上の要件（参考）
 Ａ：必須
 Ｂ：原則
 C：望ましい
 - ：参考

はい：記載内容を満
たしている
いいえ：記載内容を
満たしていない
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ウ 長期フォローアップに際して連携する拠点病院等を明示するとともに、必要時には地域ブロック内外の施設との連携も図ること。 - はい （はい／いいえ）

共通要件

以下に準じた連携の協力体制を構築していること。

A はい （はい／いいえ）
A はい （はい／いいえ）

A はい （はい／いいえ）

A はい （はい／いいえ）
以下に準じた人員配置を行っていること。

①　専門的な知識および技能を有する医師の配置

- 5 人
上記アの医師のうち専任の人数 C 5 人　１人以上

上記アの医師のうち専任かつ常勤の人数 C 5 人
上記アの医師のうち専従の人数 C 5 人

上記アの医師のうち専従かつ常勤の人数 C 5 人
- 3 人　１人以上

上記イの医師のうち専任の人数 C 3 人
上記イの医師のうち専任かつ常勤の人数 C 3 人

上記イの医師のうち専従の人数 C 3 人
上記イの医師のうち専従かつ常勤の人数 C 3 人

C 5 人　１人以上
上記ウの医師のうち常勤の人数 - 5 人

緩和ケアチームの、身体症状の緩和に携わる専門的な知識および技能を有する医師の人数。 C 1 人　１人以上
緩和ケアチームの、身体症状の緩和に携わる専門的な知識および技能を有する医師の人数のうち常勤の人数 C 1 人

緩和ケアチームの、精神症状の緩和に携わる専門的な知識および技能を有する医師の人数。 C 1 人　１人以上
緩和ケアチームの、精神症状の緩和に携わる専門的な知識および技能を有する医師の人数のうち常勤の人数 C 1 人

緩和ケアチームの身体症状担当医および精神症状担当医の人数。 C 2 人
うちPEACE（成人の緩和ケア研修会）修了者数 - 2 人

受講率 - 100.0 ％
うちCLIC（小児の緩和ケア研修会）修了者数 - 1 人

受講率 - 50.0 ％
- 9 人

病理診断に携わる専門的な知識及び技能を有する医師のうち専従の人数 C 9 人　１人以上
病理診断に携わる専門的な知識及び技能を有する医師のうち専従かつ常勤の人数 C 9 人

- 1 人

うち長期フォローアップに携わる部門に配置されている医師の人数 C 1 人

小児がん連携病院や地域の医療機関等から紹介された小児がん患者の受け入れを行っている。

小児がん患者の状態に応じ、小児がん連携病院や地域の医療機関等へ小児がん患者の紹介を行っている。

小児がんの病理診断又は画像診断に関する依頼や手術療法、放射線療法又は薬物療法に関する相談など、小児がん連携病院や地域の医療機
関等の医師と相互に診断及び治療に関する連携協力体制を整備している。

がんゲノム医療中核拠点病院等と連携して、がん遺伝子パネル検査等に試料を提出するための体制も整備している。

用語の定義：
専任：当該診療の実施担当者で、その他の診療を兼任していても差し支えないが、就業時間の少なくとも５割以上、当該診療に従事しているもの。
専従：就業時間の少なくとも８割以上、当該診療に専ら従事しているもの。
　※専任の人数には、専従も含めて記載すること。

ア　小児がんの薬物療法に携わる専門的な知識および技能を有する医師の人数。

イ　小児の手術に携わる、小児がん手術に関して専門的な知識および技能を有する医師の人数。

ウ　小児がんの放射線療法に携わる専門的な知識および技能を有する医師の人数。

病理診断に携わる専門的な知識及び技能を有する医師の人数。

厚生労働省委託事業小児・ＡＹＡ世代のがんの長期フォローアップ体制整備事業による「小児・ＡＹＡ世代のがんの長期フォローアップに関する
研修会」を受講した医師の人数。
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小児がん診療において、小児がん患者の主治医や担当医となる者の人数。 - 5 人
うちPEACE（成人の緩和ケア研修会）修了者数 - 4 人

受講率 - 80.0 ％
うちCLIC（小児の緩和ケア研修会）修了者数 - 1 人

受講率 - 20.0 ％
②　専門的な知識及び技能を有する医師以外の診療従事者の配置

小児がんに係る放射線療法に携わる診療放射線技師の人数。 C 10 人　１人以上
放射線療法に携わる診療放射線技師のうち常勤の人数 - 10 人

小児がんに係る放射線療法における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業等に携わる技術者等の人数。 C 4 人　１人以上
放射線療法における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業等に携わる技術者等のうち常勤の人数 - 4 人

- 2 人
薬物療法に携わる専門的な知識および技能を有する薬剤師のうち常勤の人数 C 2 人　１人以上

小児がんに係る緩和ケアチームの、緩和ケアに携わる専門的な知識および技能を有する看護師の人数。 - 3 人
緩和ケアチームの、緩和ケアに携わる専門的な知識および技能を有する常勤の看護師の人数 C 3 人　１人以上

緩和ケアチームに協力する薬剤師の人数 C 4 人
緩和ケアチームに協力する医療心理に携わる者の人数 C 1 人
小児がんに係る細胞診断に関する業務に携わる者の人数。 C 4 人
小児看護やがん看護に関する専門的な知識および技能を有する小児がんに係る業務に携わる専門看護師または認定看護師の人数。 C 5 人　１人以上

C 5 人

小児科領域に関する専門的な知識及び技能を有する公認心理師等の医療心理に携わる者の人数 C 0 人
C 0 人
C 3 人
C 3 人

- 0 人

うち長期フォローアップに携わる部門に配置されている診療従事者の人数 C 0 人
③　その他

- はい （はい／いいえ）

- はい （はい／いいえ）

医療安全体制

医療法（昭和23年法律第205号）に基づく医療安全にかかる適切な体制を確保している。 A はい （はい／いいえ）
日本医療機能評価機構の審査等の第三者による評価を受けている。 A はい （はい／いいえ）

- はい （はい／いいえ）

- はい （はい／いいえ）

別紙1
がん相談支援センター

厚生労働省委託事業小児・ＡＹＡ世代のがんの長期フォローアップ体制整備事業による「小児・ＡＹＡ世代のがんの長期フォローアップに関する
研修会」を受講した、看護師等の医師以外の診療従事者の人数。

組織上明確に位置づけられた医療に係る安全管理を行う部門（以下「医療安全管理部門」という。）を設置し、病院一体として医療安全対策を講じ
ている。また、当該部門の長として常勤の医師を配置している。

医療に係る安全管理を行う者（以下「医療安全管理者」という。） として、常勤の医師に加え、常勤の薬剤師及び常勤の看護師を配置している。

医療安全体制について別紙1に記載すること。

　　　うち小児がん看護に関する知識や技能を習得している者の人数

小児がんに係る療養支援等を行う者の人数について

小児科領域に関する専門的な知識及び技能を有する保育士の人数

小児科領域に関する専門的な知識及び技能を有する社会福祉士もしくは精神保健福祉士の人数

医療環境にある子どもや家族への療養支援に関する専門的な知識及び技能を有する者の人数

小児がん患者の状態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、各診療科の医師における情報交換・連携を恒常的に推進する観点から、
各診療科が参加する話し合いの場等を設置している。

連携病院の長は、当該連携病院において小児がん診療に携わる専門的な知識および技能を有する医師の専門性および活動実績等を定期的
に評価し、当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制を整備している。なお、当該評価に当たっては、手術療法・放射線療法・薬物療法の
治療件数（放射線療法・薬物療法については、入院・外来ごとに評価することが望ましい。）、紹介されたがん患者数その他診療連携の実績、論
文の発表実績、研修会・日常診療等を通じた指導実績、研修会・学会等への参加実績等を参考とすること。

小児がんに係る薬物療法に携わる専門的な知識および技能を有する薬剤師の人数。
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がん相談支援センターを設置している。 C はい （はい／いいえ）
がん相談支援センターに、以下に規定する研修を受けた者を配置している。 C はい （はい／いいえ）

C はい （はい／いいえ）

C はい （はい／いいえ）

C いいえ （はい／いいえ）

C はい （はい／いいえ）

がん相談支援センターの体制について、別紙３に記載すること。 別紙３

保育士を配置している。 C はい （はい／いいえ）

C はい （はい／いいえ）

義務教育段階だけではなく、高等学校段階においても必要な教育支援を行っている。 C はい
C はい （はい／いいえ）
C はい （はい／いいえ）
C はい （はい／いいえ）
C はい （はい／いいえ）
C はい （はい／いいえ）

患者のきょうだいに対する保育の体制整備を行っている。 C いいえ （はい／いいえ）
教育課程によらず、切れ目のない教育支援のためにＩＣＴ（情報通信技術）等を活用した学習活動を含めた学習環境の整備を進めている。 C はい （はい／いいえ）
小児がん患者の精神的なケアに関して、対応方法や関係機関との連携について明確にしているとともに、

C はい （はい／いいえ）

自施設に精神科・心療内科等があり、自施設で小児がん患者の精神的なケアの対応ができる。 - はい （はい／いいえ）

A はい （はい／いいえ）
A はい （はい／いいえ）

A はい （はい／いいえ）

A はい （はい／いいえ）

人材育成に関して、必要に応じ地域ブロック内の拠点病院等との連携により、Ⅱの２に定める以下の要件を満たすこと。

A はい （はい／いいえ）

A はい （はい／いいえ）

A はい （はい／いいえ）

A はい （はい／いいえ）

B はい （はい／いいえ）

A はい （はい／いいえ）

C はい

国立がん研究センターによる「がん相談支援センター相談員基礎研修」（１）（２）を受講している。
国立がん研究センターによる「がん相談支援センター相談員基礎研修」（１）（２）を受講後、国立成育医療研究センターが実施する「小児がん相談
員専門研修」を修了している。

（はい／いいえ）

対応の質の向上のために、「小児がん拠点病院相談員継続研修」等により定期的な知識の更新に努めている。

自施設で対応できない場合には拠点病院等のがん相談支援センターと連携している。（自施設で対応できる場合は”いいえ”を入力してください）

患者の発育及び教育等に関して以下に準じた環境を整備していることが望ましい。

病弱等の特別支援学校又は小中学校等の病弱・身体虚弱等の特別支援学級による教育支援（特別支援学校による訪問教育を含む。）が行われ
ている。

退院時の復園及び復学支援が行われている。

子どもの発達段階に応じた遊戯室等を設置している。

小児がん連携病院や地域の医療機関等の多職種の診療従事者も参加する小児がんの診療、相談支援、がん登録及び臨床試験等に関する研修
会等を毎年定期的に開催し、人材育成等に努めている。

人材育成

自施設において、Ⅱの１に掲げる診療体制その他要件に関連する取組のために必要な人材の確保や育成に積極的に取り組んでいる。

特に、診療の質を高めるために必要な学会が認定する資格等の取得についても積極的に支援している。

病院の長は、当該病院においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師等の専門性及び活動実績等を定期的に評価し、当該医
師等がその専門性を十分に発揮できる体制を整備している。

自施設の診療従事者等を中心に、小児がん対策の目的や意義、患者やその家族が利用できる制度や関係機関との連携体制、自施設で提供して
いる診療・患者支援の体制について学ぶ機会を年１回以上確保している。

また、自施設のがん診療に携わる全ての診療従事者が受講している。

院内がん登録の指針に即して院内がん登録を実施している。

院内がん登録の実務を担う者として、国立がん研究センターが提供する研修で認定を受けている者を１人以上配置している。

緊急対応

緊急対応が必要な患者や合併症を持ち高度な管理が必要な患者に対して、拠点病院やがん診療連携拠点病院等と連携し適切ながん医療の提
供を行っている。

診療実績等の報告

連携する拠点病院に診療実績等について現況報告及び医療の質を評価する指標等を提出している。

家族等が利用できる長期滞在施設又はこれに準じる施設が整備されている。

家族等の希望により、24時間面会又は患者の付き添いができる体制を構築している。

なお、この体制の質の向上についても積極的に取り組んでいる。

関係職種に情報共有を行う体制を構築している。

自施設に精神科、心療内科等がない場合は、地域の医療機関と連携体制を確保している。
（自施設に精神科・心療内科等があり、自施設での対応ができる場合には、”いいえ”を選択してください。）

院内がん登録
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- はい （はい／いいえ）
- はい （はい／いいえ）

その他　診療実績

① - はい （はい／いいえ）

② - はい （はい／いいえ）

③ - はい （はい／いいえ）

別紙2診療実績等について別紙2に記載すること。

学会・教育・研修活動のための予算が計上されている。

論文発表、学会発表等を病院業績集等で報告している。

小児がんについて年間（令和３年1月1日～12月31日）新規症例数が30例以上である（18歳以下の初回治療例を対象とする）。

固形腫瘍について年間（令和３年1月1日～12月31日）新規症例数が10例程度以上である（18歳以下の初回治療例を対象とする）。

造血器腫瘍について年間（令和３年1月1日～12月31日）新規症例数が10例程度以上である（18歳以下の初回治療例を対象とする）。
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病院名：

時期・期間： 令和４年9月1日現在

●医療に係る安全管理を行う部門の名称、メンバーについて記載すること。個人情報を記載しないよう注意すること。

医療に係る安全管理を行う部門の名称

医療に係る安全管理を行う部門のメンバー

研修主催者名 修了日

1 部門長 医師 常勤 その他（5割未満）

①日本医療機能評価機構
②日本医療安全調査機構

③医療事故調査・支援センター
(一般社団法人 日本医療お安全調査機構)

④日本医師会・日本医療安全調査機構

①令和3年11年22日
②令和3年12月24日
③令和4年2月12日
④令和4年3月25日

2 医師 常勤 その他（5割未満） 日本医師会・日本医療安全調査機構 令和3年3月31日

3 医師 常勤 専従（8割以上） 日本医師会・日本医療安全調査機構 令和3年3月

4 医師 常勤 その他（5割未満） 医療の質・安全学会 令和元年8月31日

5 医師 常勤 その他（5割未満） 日本医療機能評価機構 令和4年2月2日

6 医師 常勤 その他（5割未満）

7 看護師 常勤 専従（8割以上） 日本医療機能評価機構 令和3年2月26日

8 看護師 常勤 専従（8割以上）

9 看護師 常勤 専従（8割以上） 厚生労働省関東甲信越厚生局 令和3年11月

10 薬剤師 常勤 専従（8割以上） 医療の質・安全学会 令和3年12月12日

11 薬剤師 常勤 専従（8割以上）

12 その他 常勤 その他（5割未満） 日本医療機能評価機構 令和4年2月14日

13 その他 常勤 専任（5割以上8割未満）

14 その他 常勤 専任（5割以上8割未満）

15 その他 常勤 専従（8割以上）

16 その他 常勤 専従（8割以上）

17 その他 常勤 専従（8割以上）

18

19

20

例

1

2

3

4

5

●医療安全のための患者窓口

直通

代表 （内線） 6141 6142 6143

窓口の名称 総合相談室

電話
0463-93-1121

①2021年度特定機能病院管理者研修
②第2回医療事故調査・支援センター主催研修

③令和3年度トレーニングセミナー
④医療事故調査・支援セミナー委託

令和3年度管理者実務セミナー

医療事故調査・支援センター委託令和2年度管理者・実務者セミナー

医療事故調査・支援センター委託令和2年度管理者・実務者セミナー

医療安全管理者養成研修会

2021年度特定機能病院管理者研修

2021年度医療事故情報収集等事業RCA研修会

医療安全セミナー

2021年度医療安全管理者養成研修会

2021年度特定機能病院管理者研修

注3）「専従」および「専任」とは、当該医療機関における当該診療従事者が「専従」については「8割以上」、「専任」については「5割以上」、当該業務に従事している者をいいます。「その他」について
は、「5割未満」の場合に選択してください。

注4)「医療安全管理者の業務指針および養成のための研修プログラム作成指針」（平成19年３月30日付け医政発0330019号厚生労働省医政局長通知及び薬食発第0330009号厚生労働省医薬食
品局長通知）に基づく研修を想定しています。

医療監査部

職種
常勤

/非常勤
専従/専任/その他

医療安全に関する研修の受講状況（注４）

受講した研修名

医療安全体制

東海大学医学部付属病院

注1）研修医は除いてください。

事務（上記リスト15、16、17番）

■上記一覧の職種において「その他」を選んだ場合、下記に詳細を記入してください。

職種

臨床工学技士（上記リスト６番）

診療放射線技師（上記リスト12、13番）

臨床工学技士（上記リスト14番）

注2）常勤とは、当該医療機関が定める1週間の就業時間のすべてを勤務している者をいいます。ただし、当該医療機関が定める就業時間が32時間に満たない場合は常勤とみなしません。（「医療
法第21条の規定に基づく人員の算出に当たっての取扱い等について」（平成10年6月26日付け健政発第777号・医薬発第574号、厚生省健康政策局長・医薬安全局長連名通知）の別添「常勤医師
等の取扱いについて」を参照）
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病院名：

時期・期間： 令和4年9月1日現在

基礎研修
（1）

基礎研修
（2）

基礎研修
（3）※１

1 看護師 常勤 専任（5割以上8割未満） 7 受講 受講 受講

2 看護師 常勤 その他（5割未満） 1 受講 受講 受講

3 社会福祉士 常勤 専従（8割以上） 23 受講 受講 受講 受講

4 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 37 受講 受講

5 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 30 受講 受講 受講

6 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 22 受講 受講 受講

7 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 34 受講 受講

8 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 17 受講 受講 受講

9 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 18 受講 受講

10 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 9 受講 受講 受講

11 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 10 受講 受講 受講

12 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 7 受講 受講

13 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 7 受講 受講

14 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 10 受講 受講

15 社会福祉士 常勤 その他（5割未満） 6 受講 受講

※１　相談員基礎研修（３）については、小児がん拠点病院および小児がん連携病院の指定にあたり必須の要件ではありません。

●年間の相談総件数（令和3年1月1日～12月31日） 2,832 件

上記1件あたりの平均対応時間 平均　 20 分

相談件数（令和3年1月1日～12月31日）

計

1 1,913

2 60

1,973

相談支援の対象者

例 他施設の患者・家族

1
自施設と他施設

の患者・家族

2
自施設と他施設

の患者・家族

3
自施設と他施設

の患者・家族

4
自施設と他施設

の患者・家族

5
自施設と他施設

の患者・家族
医療機関の紹介

相談者

自施設の患者・家族

他施設の患者・家族

合計

相談支援内容
※がん相談支援センターで最も力を注いでいる相談支援の内容について下記に5つあげてください。国立がん研究センターのサイト「がん情報サービス」の相談支援センターの紹介欄で
掲載する予定です。

がんの診療を行っている医療機関の紹介（70施設を対象に調査を行い、その資料をもとに医療機関の情報を提供しています。）

療養先の検討

医療費・生活費・社会保障制度

不安・精神的苦痛

介護・看護・養育

がん相談支援センターの体制、相談件数と相談支援内容

東海大学医学部付属病院

職種 常勤／非常勤 専従/専任/その他
相談業務の

経験年数（年）

相談員基礎研修の受講状況
小児がん相談員

専門研修
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